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岐阜県と郡上市との建設分野における連携・協力に関する 

協定締結について 
 

県では、災害時における危機管理体制の強化や、老朽化が急速に進む社会資本の維持管

理などに対する新たな取組みとして、郡上市をモデル地域とした「岐阜県と郡上市との建

設分野における連携・協力に関する協定」を締結することとしました。 

この協定に基づき、郡上市建設部が岐阜県郡上総合庁舎の２階へ入居し、３階の郡上土

木事務所と緊密な連携関係を構築することにより、住民サービスの向上を図るとともに、

効率的・効果的な行政運営を推進してまいります。 

 

記 

 

１ 連携・協力内容（６項目） 

（１）ワンストップサービスによる住民サービスの向上に関すること 

・住民からのご意見・ご要望などの受付・相談窓口を郡上市建設部に一元化し、 

県と市との連携による住民サービスを提供 

 

（２）災害等における危機管理体制の強化に関すること 

・県土木事務所長・市長間を始めとする県市間ホットラインの重層化を図り、情報 

の途絶を防止し、災害につながる気象情報や土砂災害警戒情報の情報共有を徹底 

・災害発生時には、県土木事務所内にて県市協働で災害情報を集約するとともに、 

災害現場派遣、地域の建設業協会への共同指示など、効率的な復旧対応を推進 

 

（３）社会資本の維持管理に係る相互支援に関すること 

・道路パトロール、除雪、凍結防止剤散布業務の相互支援など、道路に係る維持管 

理を効率的・効果的に推進 
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（４）社会資本の整備計画等の策定に関すること 

・市の「幹線道路ネットワーク計画」や「通学路交通安全プログラム」の計画策定 

において、道路管理区分に捉われない広域的視点等を踏まえ、県市協働で実施 

 

（５）社会資本の維持管理等に係る技術支援及び人材育成支援に関すること 

・県職員メンテナンスエキスパート（※）を中心とした、市管理の橋梁修繕等に対 

する技術支援 

・県市連携を推進する「技術連携調整監(仮称)」ポストを郡上土木事務所内に創設 

・建設技術向上を図るための各種研修の実施など、人材育成を支援 

 

（※）県と岐阜大学の連携により養成している、社会基盤の維持管理等に係る高度な 

技術力を有する技術者。同大学の履修プログラムを受講し、所定の認定試験に 

合格した者。 

 

（６）物品共同調達業務に関すること 

・凍結防止剤のコスト縮減を図るため、県市共同で調達 

 

 
２ 今後のスケジュール 

連携業務開始日 平成２６年４月１日 


